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研究成果の概要（和文）： 

東証一部上場会社に対してＩＦＲＳが全面適用された場合の資産・負債の評価に関する考え
方や評価態勢等についてアンケートを実施した。アンケートの結果は『企業会計』第 63巻第
7-9 号に掲載した。そして，これとメンバーが個別に研究した関連論文５篇を小冊子に取り
まとめた。この他，ＩＦＲＳの全面適用に関連して，会計目的と利益概念の変容，会計制度，
監査証拠，会計上の見積り，配当計算の変化，原価計算制度等について検討し，学会で報告
したり論文を発表したりして，成果を公表した。 

研究成果の概要（英文）： 
We did some questionnaires to the listed companies on Tokyo Stock Exchange(TSE) 1st 
Section. About the answers of the questionnaires and some comments,we contributed to 
“ACCOUNTING”Vol.63 №7-9. And then, we either reported in the annual meetings of 
Japan Accounting Association and Japan Auditing Association, and edited some articles 
in the booklet. 
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１．研究開始当初の背景 

現在，企業が財務諸表を作成する際に準拠

すべき会計基準は，ＩＦＲＳが主流となって

いる。ＩＦＲＳは，当初ＥＵ諸国で設定・活

用されてきたものであるが，これに多数のい

わゆる新興国が追随したことから国際的に

主流となった。そして，最近，アメリカも導

入を決めたことにより，今日では，世界各国

においてＩＦＲＳが導入されつつある。こう

したことから，ＩＦＲＳの導入に比較的消極

的であったわが国においても，企業が国際的

な資本市場において資金を調達したり，国際

的な投資者に財務情報を開示するためには

統一した会計基準に準拠して財務諸表を作

成する必要があるため，2010 年３月期から

任意適用を始めることになった。 

ＩＦＲＳと他の会計基準との違いが最も

明確に認識できるのは利益概念である。わが
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国会計基準は，従来，利益概念として「当期

純利益」を重視してきた。「当期純利益」は，

実現主義に基づいて収益を測定し，取得原価

主義に基づいて費用を測定し，これらの差額

として利益を認識しようとする考え方であ

る。これに対し，ＩＦＲＳが主張する「包括

利益」は，その特徴の一つとして，資産・負

債の価値を将来のキャッシュ・イン・フロー

とキャッシュ・アウト・フローとの差額であ

る将来キャッシュ・フローで測定したうえで，

これも利益として「当期純利益」に加えよう

とする点があげられる。わが国においてもＩ

ＦＲＳが全面適用されることになれば，重要

な利益指標は，「当期純利益」から「包括利

益」へと転換することになる。その結果，利

益概念は，従来の「当期純利益」による客観

性・確実性を重視する思考から，「包括利益」

の主観性・予測性という不確実な属性を有す

るものへと変容していく。これによって会計

情報の多様化がもたらされることになる。 

 

２．研究の目的 

本研究は，現在変容しようとしている利益

概念が，資産・負債の評価方法にどのような

影響を及ぼすかに関する総合的な理論研究

を行うことを目的とする。ＩＦＲＳがわが国

に全面適用されれば，利益概念は従来の「当

期純利益」から「包括利益」へと転換する。

「包括利益」への転換は，資産・負債に主観

性・予測性という不確実性と，会計情報の多

様化をもたらし，またその評価方法の変更も

もたらすため，わが国の会計理論と会計制度

に多大な影響を及ぼすことになる。本研究は，

こうした多大な影響を受けるわが国の財務

会計，管理会計，監査，会社法，及び公会計

を網羅して，資産・負債の評価方法に関する

新しい理論モデルを構築しようとするもの

である。 

 
３．研究の方法 

本研究は，３年間の研究期間を設定し，研

究代表者を含む８名（平成 23 年度以降は９

名）の研究者によって行う。平成 22年度は，

利益概念の変容とＩＦＲＳ適用との理論的

関連性の研究，わが国にＩＦＲＳが全面適用

された場合の資産・負債の評価方法の研究，

そして，それらの検証方法を追究する。23

年度は，ＩＦＲＳ先進国について分析する。

24年度は，ＩＦＲＳの適用状況を検証する。

また，追加的な検討を行って研究成果を取り

まとめる。 

 

４．研究成果 

本研究では，まず，研究期間の前半におい

ては，ＩＦＲＳの全面適用を意図するアメリ

カ（ＡＩＣＰＡ，ＩＦＡＣ），カナダ（ＣＩ

ＣＡ）等の各見解を入手・分析した。そして，

研究期間後半においては，ＩＦＲＳの全面適

用に関して，会計制度，配当に関する規制，

監査の手法，監査証拠の多義性，監査意見形

成，および原価計算制度について検討し，論

文を執筆した。 

またこの間，日本会計研究学会や日本監査

研究学会，そして各種研究会において研究成

果を発表し，また研究者が所属する機関の紀

要や商業雑誌に論文を投稿した。 

今後は，利益概念と経営者の恣意性との関

連についてさらに研究していきたい。 
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